
 

 

資料１ 

安全安心都市特別委員会 

平 成 23 年 ９ 月 21 日 

市    民    局 

消    防    局 

健 康 福 祉 局 

政 策 局 

 

 

「災害時広報の充実」についての検討状況 

 

 

本年５月に公表した「総合的な震災対策の考え方」における、「広報の充実」につ

いて、災害時の広報あり方検討ワーキングで、現在、検討している内容等は次のとお

りです。 

 

 

１ スピーカーを搭載した公用車の活用や、公共施設等での紙情報による掲示等も 

視野に入れた、既存の広報手段の効果的な活用 

 

(1) 広報車・公用車による呼びかけ 

有効性、実施の際の停車場所やルートについて検討【各区】 

(2) 市民利用施設など公共施設での紙情報による掲示 

    具体的な施設の選定、実際に掲示するまでの手順等について検討【市民局他】 

(3) ホームページによる広報 

市トップページに掲載した緊急情報を区トップページにも自動で表示できるよ

うシステムを改修し、担当者への操作研修を実施済【市民局】 

(4) ツイッターによる広報 

   各区でのツイッター利用環境を整備済 

今後、災害時のツイッターでの広報について各区と調整【消防局】【市民局】 

 

 

２ 各種メディア等での広報拡充及び同報系無線等について 

 

(1) 報道メディアの活用【市民局】【政策局】 

   ア テレビのデータ放送の利用方法等について平時からの周知方法を検討 

   イ 新聞、テレビ・CATV、ラジオにおける災害時の放送要請に関する協定等につ

いて調整 

(2) 街中へ一斉放送するためのスピーカー（同報無線）の設置 

    沿岸部への同報無線などの緊急放送設備を整備することに向けた基本的な調

査・検討に着手【消防局】 

 

 



 

３ 防災情報 Eメールのほか、エリアメールを活用した緊急情報の提供  

 

防災情報 Eメールへの登録促進を行うとともに、新たにエリアメールを活用した緊

急情報の提供体制を整備【消防局】 

 

 

４ 区役所から自治会・町内会長への緊急連絡網の整備について 

 

(1) 自治会町内会長へ緊急連絡網の作成を依頼済【市民局】 

(2) 自治会町内会に緊急連絡網を活用した情報受伝達訓練の実施を依頼済【市民局】 

(3) 情報受伝達訓練実施後のアンケートへの協力を依頼済【市民局】 

 

 

５ ボランティア従事希望者及び要援護者への広報について 

         

(1) ボランティア従事希望者への広報 

迅速に被災地が必要とする支援内容やボランティア情報の広報が可能になるよ

うに関係者と調整 

【市民局】【健康福祉局】 

(2) 要援護者への広報 

    災害時に自力避難が困難な高齢者や障害者等に対して、地域の自主的な見守り

を支援するとともに、行政が保有する個人情報を地域に提供できるような新しい

方式を検討【健康福祉局】 

 

＜参考＞災害時の広報あり方検討ワーキングについて 

３月 11 日に発生した東日本大震災を踏まえ、災害対策本部のもと、被災者・被災地支援プロジ

ェクトが立ち上がりました。災害時の広報あり方検討ワーキングは、同プロジェクトの下部組織と

して、災害時に強い効果的な広報手段を検討するため、関連の区局を部会員に、消防局危機管理課

を事務局とする庁内プロジェクト組織です。 

４月から検討を開始し、８月までに６回開催しています。 

 

○ワーキング構成員 

【部会長】市民局広報課長 

【部会員】 

  金沢区区政推進課長、栄区区政推進課長、政策局報道担当課長、総務局ＩＴ活用推進課長、 

  市民局地域活動推進課長、市民局区連絡調整課長、健康福祉局企画課長、 

消防局危機管理課長、消防局情報技術課長、水道局総務課長、政策局報道担当部長、 

市民局広報相談サービス部長、市民局広報相談サービス部広報担当部長、消防局危機管理部長 

【事務局】消防局危機管理課 



 資料２ 

安全安心都市特別委員会 

平 成 23 年 ９ 月 21 日 

市    民    局 

 

 

「東日本大震災」関連の市民への広報にかかる実績【市民部広報班】 
 
 
１ 発災当日 ＜即時性の高いインターネットを中心とした情報提供＞ 

 

(1) 市長メッセージ、記者発表資料、帰宅困難者向け情報、交通運行情報、市民利用

施設休館情報等を本市ホームページに掲載。 

(2) テレビ・ラジオ事業者に必要な情報を提供。 

(3) 区局が災害対策に関する情報を共有するよう、迅速な情報伝達を図る。 

 
 
２ 発災日以降 ＜状況に応じた情報提供手段を選択し、迅速かつ的確な広報活動＞ 

 
(1) インターネット 

ア 市長メッセージ、記者発表資料、帰宅困難者向け情報、交通運行情報、計画停

電・節電啓発情報、断水・減水情報、相談窓口、義援金、放射線測定結果及び健

康・食品相談窓口等の災害関連情報を本市ホームページに掲載、随時更新。 

イ 外国語ページ（英語、ハングル、中国語、スペイン語、ポルトガル語）に震災

関連情報を掲載。 

ウ YouTube による動画配信や、ツイッターによる広報など新たな情報発信ツール

を活用。 

 

(2) テレビ・ラジオ 

ア 本市広報テレビ・ラジオ番組において、通常の放送内容を変更し、市長メッセ

ージや震災地支援の取組、日頃の備え、募金及び節電協力のお願いなどについて

放送。 

イ tvk データ放送で震災情報として、計画停電、義援金ご協力のお願い等につい

て掲載。 

ウ tvk 及び市内 CATV８社において、市長メッセージを放映。 

エ インターＦＭ（外国語放送）パブリックサービスアナウンスメントにおいて、

「災害時における放送要請に関する協定」に基づき、市の最新情報を逐次放送。 

 

(3) 広報紙 

  ４月以降、毎号「広報よこはま」において、市長メッセージや募金の受付、節

電・水の汲み置きの啓発、節電チャレンジの取組などの情報を掲載。 

 

 



 

＜参考：広報よこはま掲載情報＞ 

 

広報よこはま ４月号 市長メッセージ 

広報よこはま ５月号 相談窓口、募金の受付、飲料水備蓄、節電お願い 等

広報よこはま ６月号 
節電チャレンジの取組、市民利用施設輪番休館、 

エリアメールの配信開始、ガスの取り扱い 等 

広報よこはま ７月号 
節電対策、市役所ランチシフト、 

区役所窓口受付終了時刻の短縮 等 

広報よこはま ８月号 
節電お願い、熱中症対策、放射線測定状況、 

津波ガイドライン策定 等 

広報よこはま ９月号 
地域防災訓練への参加、募金受付、節電お礼、 

区役所窓口受付終了時刻の短縮 等 

広報よこはま 震災対策特別号 
４月８日発行 

市長メッセージ、相談窓口、放射線に関する情報、

募金受付、職員派遣の取組 等 

広報よこはま 震災対策特別号 

９月 10 日発行 

「放射線特集」放射線測定状況、専門家のご意見、

食品・水道水の安全性 等 

  

※この他、建築局より耐震化支援制度について、広報よこはま特別号として発行。 

（８月 19 日） 
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